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③ジュニア・少年選手の育成を図るとともに、三重とこわか国体後も継続して三重県の競技スポ ツ

を担う人材の育成につなげるため、「チームみえ・コーチアカデミーセンタ一事業JIこ取り組み、指

導者を養成する「みえコーチアカデミー」と、指導体制上の課題に対し必要な人材(スタッフ)を

派遣する「みえマルチサポートシステムJを実施しました。このうち、「みえコーチア力デミー」に

ついては、昨年度の 22名に続き、第2期生として 19名が受講・修了しました。また、「みえマルチ

サポートシステムJについても、受講者に対し計間的に実施しました。今後も指導者の養成と指導

体制の確保の取組を進めていく必要があります。

④木県出身大学生トップアスリート (7名)、大学運動部、企業・クラブチーム (17チ ム)を強化

指定し、その強化活動を支援しました。今後も引き続き、木県成年種別の中核を担う選手や大学運

動部、企業・クラブチームの支援を推進する必要があります。

⑤成年選手が本県に定着し、競技活動が継続できるよう就職支援の取総を進めた結果、令和元年度新

たに 46社から求人登録を得ることができ、累計で 238社となりました。また、新たに 83名の選手

が内定を得ることができ、就職者数(内定者数を含む)の累計は 151名となりました。今後も競技

団体と連携しながら、県内企業等の協力を得て、選手の県内受け入れを拡大するとともに、その練

習 競技活動を支援する必要があります。

⑥女性アスリートが競技を継続して取り組めるよう、女性特有の課題について研修会を実施しました。

女子ラグビーのアスリ トタレン卜 (MI Eスーパー夫(スター)ガール)13名付期生5名、 2

期生6名、 3期生2名)に対し、 12月までの 1年間に 10回 (22コマ)の教育・育成プログラム、

82回の専門プログラムを実筋し、 1期生が3年間のプログラムを修了しました。また、新たに自転

車競技を追加してオーディションを実施し、 1月に 12名(ラグビー5名、自転車競技7名)の第4

期生を認定しました。今後もアスリートの発掘を行うとともに、 MIEス パ一大(スター)ガ

ルに対し、各プ口グラムにより育成を図っていく必要があります。

⑦国内のトップアスリ ト40名をスポーツ指導員として三重県体育協会に配置しました。また、競技

への出場や高得点の獲得に不可欠となる競技用具の整備を行いました。今後も県内外の優れたトッ

プアスリ 卜をスポ ツ指導員として活用するとともに、競技用呉等の整備を進める1必要がありま

す。

③三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて、市町や競技団体など関係者の協力を得なが

ら、開冒閉会式の会場設計、式典内容の検討、宿泊施設の確保や輸送・交通対策、医事衛生等につ

いて、準備に取り組みました。引き続き、関係者の方々と緊密に連携し、着実に準備を進めていく

必要があります。

⑨三重とこわか国体田三重とこわか大会の開・閉会式などで活躍していただく、運営ボランティア、

情報支援ボランティア、移動支援ボランティアの募集を令和元年10月から開始しました。今後、さ

らに多くの方のご参加や企業や団体等からの協力が得られるよう働きかけを進めるとともに、ボラ

ンティアの研修を行い、両大会に向け蓑実に準備を進める必要があります。

⑪三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催を周知するため、市町や広報ボランティア〆とともに県

内のさまざまなイベン卜等で広報を行い、開催800目前、 700目前、 600目前の節目を生かしたイベ

ン卜を実施しました。また、とこわか運動(県民運動)の取組については、 415件の登録がありま

した。県民力を結集した両大会とするため、今後も引き続き、市町や広報ボランティア等と連携し

ながら、機運醸成に取り組むとともに、県民の皆さんと共にオ ル三重で開催準備に取り組む必要

があります。
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⑪所管する県営スポーツ施設について、指定管理者と連携し、効果的 効率的な管理運営に努め、令

和元年度の利用者数は 931，852人となりました。また、「三重交通G スポーツの社鈴鹿」サッカ

ラグビーグラウンドの人工芝の張り替え、ライフル射撃場の男女別トイレの新設を行うなど施設・

設備の安全性、利便性の確保に努めました。引き続き、設備の維持修繕や備品購入に努め、施設機

能の維持向上を図っていく必要があります。

⑫三重とこわか国体 三重とこわか大会の開催に向けた施設の整備については、引き続き、着実に進

めていく必要があります。

-ジュニア 少年選手の育成，強化、本県出身の大学生トップアスリートの強化活動の支援、成年選

手の県内企業等への就職支援による県内定着、競技環境の整備、指導者の養成・確保の取組等を進

めました。この結果、県民指標「屈民体育大会の男女総合成績」は、目標の 10位以内には届きませ

んでしたが、 14位まで順位を上げるとともに、活動指標「全国大会の入賞数jは、 162件まで増加

しました。今後も、令和3年の三重とこわか国体での天皇杯・皇后杯獲得を目指すとともに、その

後の国体でも安定した競技力を確保するため、各競技団体の現状に即した効果的な強化対策を実施

していく必要があります。

・三重とこわか国体曹三重とこわか大会の開催に向けては、開閉会式の会場設計、式典内容の検討、

宿泊施設の確保や輸送・交通対策等について、着実に準備を進めました。また、市町や広報ボラン

ティア等と連携した広報や、とこわか運動(県民運動)の取組を学校や企業等さまざまな主体に幅

広く働きかけるとともに、運営ボランティア等の募集を開始しました。今後も引き続き、両大会の

成功に向Itて、市町、競技団体など関係団体の方々と緊密に連携し、オール三重で着実に準備を進

めていく必要があります。

軍 方で、新型コロナウイルス感染症の状況も注視しながら、両大会に与える影響について関係機関

等の情報収集に努め、両大会の開催準備や競技力向上の取組への影響を最小限!ことどめるよう、適

切な対策を検討していく必要があります。

【第三次行動計衝の関連する施策】

施策241 競技スポーツの推進

4 







⑤本県の東京2020オリンピック霊火リレーについて、「多様性」と「未来への継承Jを基本コンセプ

卜に三重県実行委員会において検討を行い、県内ル トや実行委員会枠ランナ 等を決定しました。

また、パラリンピック聖火フェスティバルについては、県内全 29市町で「採火Jを実施すること

が決定しました。地方から盛り上げるオリンピック愛火リレーとパラリンピック聖火フヱスティバ

ルについては、新型コ口ナウイルス感染症の影響により延期されましたが、引き続き「オ ル三重j

で、地域の活性化が図られるよう取り組む必要があります。なお、翌火リレーについては、すでに

決定しているルート市町やランナーの皆さんの意向が最優先されるような「完全な形でのリレーj

の実現をめざす必要があります。

⑥東京 2020大会事前キャンプの誘致が決定しているカナダアーティスティックスイミングチーム、

カナダレスリング、チーム及び英国パラスイミングチームが県内で事前キャンブを実施しました。ま

た、事前キャンプ中に学校訪問をはじめとした各種交流事業を実施し、各チームと県民の皆さんと

の交流を図りました。直前キャンプについては、聖火リレ と同様に新型コロナウイルス感染症の

影響により延期されましたが、誘致したすべてのチームに書簡を送付した結果、「三重県で実施し

たい」旨の回答をいただきました。今後も各チ ムと綿密な連絡を取りながら県内の関係自治体と

も情報共有し、誘致したすべてのチームの万全な受け入れに向け、引き続き準備を進める必要があ

ります。

⑦全毘障害者スポーツ大会北信越・東海ブロック予選会に 11競技団体が出場しました。また、ブロ

ック予選会に出場できなかった知的バスケットボール女子チームについても、ブロック予選会出場

のため育成!こ取り組みました。三重とこわか大会に向け、引き続き、選手や競技団体の育成を進め

る必要があります。

③競技活動を支援している県内在住の圏内競技団体強化指定選手が、園内外の大会で活躍しています。

引き続き、県内在住の指定選手の競技活動を支援する必要があります。

スポーツを fするJ人の増加や、日常的にスポ ツがあることをきっかけに、「するJrみるJr支

えるJといったさまざまな形でスポーツに参画する人部増え、スポーツを遂じた地域の活性化につ

ながるよう、東京 2020オリンピック'パラリンピック開催に向けた取組やさまざまなスポーツイ

ベントの実施、総合型地域スポ ツクラブへの支援などに取り総みました。また、家でのストレツ

チや自転車通勤、ひと駅歩きなど、手軽に始められる運動習慣も運動のひとつであることを意識付

けるなど、スポーツに対する理解・啓発に努めた結果、県民指標「成人の週1回以上の運動 スポ

ーツ実施率Jについては、取組期間の初年度は 44‘3%であったのに対し、最終年度は 50.5%とな

りました。しかし、日標値 (65.0%)には到達していないことから、今後さらに、実施率が低い年

齢層や女性を中心として、啓発に取り組む必要があります。

また、障がい者スポ ツの推進については、県内の俸がい者スポ ツ関係団体と連携して取り組ん

できた結果、活動指標 f全国障害者スポ ツ大会への出場率JIこついて、新た!こ2チームが出場し、

残る 1チームについても出場に向け育成に取り組んでいます。また、地域での障がい者スポ ツ体

験会等の開催支援に取り組んだ結果、「三重とこわか大会jで正式競技になるボツチャ等の障がい者

スポーツの認知度が高まっています。

[第三次行動計画の関連する施策】

施策242・地域スポ ツと障がい者スポーツの推進
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④全霞の中から南部地域を定住先として選んでもらえるよう、都市部の人びとが南部地域のひと、食、

暮らしと触れ合う交流会の開催 (5回)や実際に南部地域を訪問して、地域を体感するイベン卜の

実施(11罰、参加者99名)に対して支援を行いました。都市部においては fアウトドアな暮らしj

など、特定のテーマによる合同移住セミナ一等を開催するとともに、地域においては漁師体験や先

輩移住者との交流を行い、移住・定住先の候補地としで、南部地域で暮らすことの魅力をPRしま

し た。(倉IJ18) 

⑤地域づくり活動をサポ 卜する人材のスキルアップとネットワーク化を促進するため、主に地域お

こし協力隊の初任者や市町担当者を対象とした研修会を開催 (2回、参加者 24名)しました。研

修会では、 08.0Gの活動事例発表やワークショップなどを実施したほか、ロードマップづくり

のためのグル プワークを行うなど、隊員同士の交流を図り、今後の連携や協働に向けたきっかけ

をつくることができました。地域おこし協力隊員の任期終了後の定住率は全国平均を下回っている

(全国平均 62.8%、三重県 47.1 %)ことから、引き続き、地域おこし協力隊を導入する市町を支

援するとともに、地域づくりの核となる地域おこし協力隊等の人材育成や08.0Gも含めたネッ

トワーク化を進め、隊員の定住且定着を図る必要があります。

⑤南部地域にゆかりや興味・関心のある人びとが継続的!こ地域に関わることで、主体的な地域づくり

活動につなげることを呂的として、クラウドファンディングも活用し、南部地域の関係人口を創出

する「度会県プロジェクトjに取り組みました。 f度会県民J(3月末登録者数1，268人)にSNS

等により情報発信をするとともに、東京国大阪において f度会県民の集いjを開催 (2回、参加者

46名)し、関係人口が地域に関わるきっかけづくりを促進しました。また、伝統行事や米作り農家

の暮らし体験への参加など、地域の課題をふまえた「度会県民参加型プロジェクトjを実施 (4件、

参加者101名)し、地域住民との交流を支援することで、住民自らが地域を元気にしたいとの思い

を持って、継続的な活動に取り組む機運が醸成されつつあります。今後は、関係人口のすそ野のさ

らなる拡大を図るとともに、関係入口から活動人口(自ら主体的に地域活動を行い、かつ、継続的

に地域に関わる人びと)へとステップアップを促し、「度会県民Jと地域の協創をより進めていく

必要があります。

南部地域の働く場の確保や定住の促進に向けて、市町がさまざまな形で連携した取組を基金等によ

り支援するとともに、地域おこし協力隊等の人材育成ネットワーク化や関係人口の創出等に取り

組みました。その結果、活動指標である「県および市陀の相談窓口等で把握した南部地域への移住

者数」については、目標を達成することができました。また、基金による支援終7後も市町の連携

した取組が継続されると ξもに、 NPOなどのさまざまな主体による活性化に向けた主体的な取組

が始まるなど、着実に成果があらわれています。

しかし、特に 15 歳~34 歳の転出超過数が拡大するなど、県民指標である「南部地域における転出

超過数jは、改善することができませんでした。

今後は、見直しを行った基金等をさらに活用し、若者の働く場の確保を図る取組や生まれ育った地

域に住み続けたいとの思いがかなう地域づくりを支援することで、持続可能な地域社会の実現に向

け、取り組む必要がありますロ

[第三次行動計画の関連する施策]

施策251 南部地域の活性化

* I倉IJ番号j のついた項目は、「三重県まち ひと しごと創生総合戦略Jの基本的な取組方向の ¥ 
めざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポ 卜にも記載しています。
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②熊野吉道センターでは、東紀州地域の自然、歴史・文化等に関する魅力ある企画展や地域と連携し

た交流イベントを開催し、利用者数は 128，628人で4年度連続で 11万人を超えました。また、セ

ンタ の指定管理期間が令和元年度をもって終了することから、次期指定管理者を公募により選定

しました。今後も指定管理者と連携し、センターの効果的 効率的な管理運営に努めます。紀南中

核的交流施設については、県、地元市町、運営事業者等で構成する「紀南中核的交流施設事業推進

会議」を開催 (2回)し、地域の意見を事業運営に反映しました。

③東紀州地域振興公社では、観光振興、産業振興、まちづくり等の取組を進めました。観光振興にお

いては、台湾へのセールスやメディア関係者等向けのファムツアーを実施行回)するとともに、

田辺市熊野ツーリズムビュー口ーから講師を迎え、観光関連事業者等を対象に外国人旅行者の受入

環境づくりに向けたセミナーを開催 (4問)しました。また、東紀州地域振興公社を一般社団法人

に移行し、持続可能な観光地域づくりの舵取り役となる「日本版DMO勺をめざすこととしまし

た。今後は己れまで以上に観光振興に注力するとともに、法人としての運営基盤を強化することが

必要です。産業振興においては、中部国際空港グ口 パルラウンジ等において、東紀州産品の魅力

発信を行ったほか、首都圏で活躍するバイヤーを招へいした研修会 (2回)や都市部でのテストマ

ケティング(東京・名古屋 延べ 13回)、商談会への出展(東京・大阪 4回)等の支援により、

商品のブラッシュアップや販路開拓につなげました。引き続き、事業者が商機拡大の機会を生かし

て、商品やサ ビスの改良、業務拡大の取組につなげられるよう支援する必要があります。まちづ

くりの取紐においては、熊野古道語り部の養成や保全活動の支援を行い、来訪者へのおもてなしに

つなげました。

東紀州地域が、住む人だけでなく訪れる人にも魅力的な地域となることをめざして、熊野古道を核

とした誘客を促進するとともに、熊野古道の価値を再確認し次世代に伝える取組、東紀州産品のブ

ラッシュアップや販路拡大等に取り組んだ結果、塁.13M匡塁主活動指標のうち2項目は、令和元年度

の目標を達成することができました。しかし、活動指標「熊野古道の来訪者数Jついては、前年度

から4万5千人(約 14%)場加したものの、目標値を下回りました。

今後は、熊野古道世界遺産登録20周年に向けて、15周年事業実行委員会のネットワ クを活用し、

また東紀州地域振興公社や和歌山県、スペイン田バスク自治州等との連携も強化して、東紀州地域

ならではの魅力を国内外に発信するとともに、来訪者に地域の魅力やおもてなしを体感してもらえ

るよう受入環境を整備すること等により、地域経済の活性化を促し、持続可能な地域社会を維持で

きるよう取組を進める必要があります。

【第三次行動計画の関連する施策]

施策252:東紀州地域の活性化

* f:iヨl番号Jのついた項目は、「三重県まち・ひと しごと創生総合戦略jの基本的な取総方向の
めざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポ トにも記載Lています。
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③自然体験の推進に関しては、三重まるごと自然体験ネットワーク(令和2年3月末現在 189団体)

の連携を深める全体交流会を実施するとともに、体験プログラムの充実に向けた研修派遣 (8名)

を支援しました。農山漁村の地域資源を活用したビジネスの取組拡大と集客力向上に向けでは、起

業者養成講座(全6回、受講者9名)を実施するとともに、「いなか旅のススメ 2020Jの作成に取

り組みました。今後、国内外の人びとがより長〈滞在し交流が図られるよう、地域資源を活用した

ビジネスの創出に取り組むとともに、健康の視点を加えリニューアルした「三重まるごと自然体験

構想2020Jに基づき、市町を越えた連携による「食べるJI泊まるj を組み合わせた滞在交流の推

進や、企業等と連携した効果的な情報発信などに取り組むI必要があります。(創21)

④中山間地域農業の活性化を殴るため、国の中山間地農業ルネッサンス事業等の活用により、市町や

関係団体等と連携し、農業の収益力向上に必要なマーケテイング戦略等の基礎的知識の習得として、

模擬商談の実施や地域特性を生かした新規作物の導入や高品質・省力化技術の導入などの取組を進

めました。引き続き、意欲的な地域等への支援を進める必要があります。

⑤農業冒農村の持つ多面的機能の維持田発揮に向け、地域の共同活動を支援する多面的機能支払交付

金を活用じ、 731組織、 28，880haで地域資源の維持 保全活動に取り組みました。また、中山間地

域等の農業生産活動を支援する中山間地域等直接支払交付金を活用し、 219集溶、 1，729haで農地の

耕作が継続されています。さらに、環境に配慮した農業活動の普及に向け、環境保全型農業直接支

払交付金を活用し、有機農業など環境保全効果の高い農業活動 (17件、 257ha)を支援しています。

引き続き、多様な人材の参加を促し、持続的な地域資源の維持 保全活動や地域における農業生産

活動等に取り組む集落を支援していくとともに、環境保全型農業の普及と支援に取り組む必要があ

ります。

⑥水産業・漁村の持つ多面的機能の発揮に向け、水産多面的機能発揮対策事業を活用し、県内の 31;舌

動組織が、干潟、藻場、ヨシ帯の保全等を通して、漁場の保全活動に取り組みました。引き続き、

持続的な漁場等の保全に取り組む活動組織を支援していく必要があります。

⑦安全・安心な農村づくりに向けて、老朽化した農業用ため池の改修 (10地区)および洪水排除用の

排水機場の耐震対策・長寿命化 (6地区)に取り組み、農業用ため池で2地区および排水機場で 1

地区が完了し、被害が未然に防止される面積が411ha増加しました。しかし、近い将来に発生が危

慎される南海卜ラフ地震や近年激化する集中豪雨等による農業ー農村の被害を防止するために、老

朽化の進行した農業用ため池や標準耐周年数を超過した排水機場等の耐震対策や老朽化対策が急務

となっており、適正な維持管理に向け、管理体制の強化を図る必要があります。

-中山間地域における農業を起点とした新規雇用を生むための取組の支援や、子ども 学生のグル

プによる農山漁村地域でのふるさと体験活動の推進などに取土j組んだ結果、県民指標、 5つの活動

指標の全てにおいて、令和元年度の目標を達成しており、地域の活力の向上の観点から一定の成果

が生まれています。

一方で、農山漁村は、豊かな自然環境、良好な景観や食文化など多彩な地域資源を有していますが、

地理的・経済的条件を背景とした人口減少や高齢化に伴う人材不足などにより、その魅力を十分に

生かしきれていない状況となっていることから、引き続き、「自然体験」を推進するとともに、「食

べるJI泊まるJといった魅力を組み合わせ、さらなる交流の拡大等を図り、農山漁村の活性化に

取り組む必要があります。また、農業・農村が持つ多面的機能を発揮させるため、引き続き、地域

資源の適切な保全管理が必要ですo さらに、頻発町激甚化する自然災害に伴い、農村地域に被害を

及ぼすおそれがあることから、引き続き、持続可能な農村における安全で安心な暮らしを守るため、

ハード ソフトの両函から防災・滅災対策などを進める必要があります。
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【第三次行動計闘の関連する施策]

施策253:農山漁村の振興

施策255:市町との連携による地域活性化

* i;i話番号Jのついた項目は、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略Jの基本的な取組方向の
めざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポートにも記載しています。
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'首都闘での移住相談窓口である「ええとこゃんか三重 移住相談センター」や、大阪および名古屋

での移住相談デスク等において、市町と連携し、きめ細かな移住相談や三重の暮らしの魅力発信に

取り組んできた結果、県民指標「県および市町の相談窓口等で把握した県内への移住者数」につい

て、令和元年度の目標を達成することができ、平成28年度から4年間の累計が 1，281人となりまし

た。

一方、これまでの取組の中で、移住の実現には、移住を希望する人と三重で暮らす地域の人たちと

のつながりが非常に大切で、あることが分かつてきたことから、移住を希望する首都圏の若者が、移

住者や地域の人たちと継続的に関わりを持つ取組を行うことが必要です。

【第三次行動計画の関連する施策]

施策254 移住の促進

* i創番号jのついた項目I土、「三重県まち E ひと しごと創生総合戦略jの基本的な取組方向の

めざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポートにも記載しています。

「
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④三重県全体でスマ ト自治体の実現をめざすため、県と市町で構成する「県と市町の地域づくり連

携-協働協議会」の全県会議を活用した 1CT CRPA*やA1 )の研究やモデル事業に取り組み

ました。引き続き県と市町が一体となっで、 ICTの研究やその導入に向けた課題を共有しながら、

スマート自治体の推進に取り絡む必要があります。

⑤木曽岬干拓地については、木曽岬干拓地工業用地において第1期分譲地約 9.Ohaを分譲しました。

引き続き、排水機場等の適切な維持管理を行うとともに、土地利用計酒に基づく利用に向けて、企

業誘致などに取り絡む必要がありまオ。大仏山地域については、散策路の適切な維持管理と利用促

進に取り組みました。引き続き、将来の多様な主体による恩山の保全・活用に向けた検討を進める

必要があります。また、宮川の流量回復の取組について、令和元年度は定期的に降雨があったこと

や、渇水時には宮川夕、ムから農業用水のためのかんがい放流が行われたこともあり、流量回復放流

は実施しませんでした。引き続き、宮川の流量回復等の課題については、調整・検討を行う必要が

あります。

目「県と市町の地域づくり連携 E 協働協議会」の仕組みを活用するなど、市町と連携して地域づくり

に取り絡んできた結果、県民指標および3つの活動指標の全てで令和元年度の目擦を達成しており、

各地域の特性に応じた地域資源の活用や地域課題の解決が図られるなど、令和元年度末での到達目

標に対して一定の成果があらわれています。

一方で、人口減少および少子高齢化のさらなる進展に伴い、県内各地域において、さまざまな課題

が顕在化しています。持続可能で活力ある地域社会の実現に向けて、県と市町がそれぞれの役割を

分担しながら連携を強化し、地域・市町の実情に応じた地域づくりの支援に取り組んでいく必要が

あります。

[第三次行動計画の関連する施策】

施策255 市町との連携による地域活性化
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④中部国際空港について、二本目滑走路の整備と完全 24時間化の実現など、空港の機能強化に向け

た利用促進を図るため、県内大学と連携した若年層への啓発活動等に取り組みました。引き続き、

「中部国際空港利用促進協議会j等関係者との連携を密りながら空港の利用促進に取り組む必要が

あります。

⑤リニア中央新幹線について、「三重・奈良町大阪リニア中央新幹線建設促進会議Jや「リニア中央

新幹線東海三県一市連絡会議Jの枠組みを通じ、名古屋・大阪間のルート・駅位置の早期確定や円

滑な事業着手に向けた取組を進めました。また、令和元年7月に JR東海が新たに設置した名古屋

以西準備担当部門と積極的に連携し、必要な情報の収集・整理等を進めました。さらに、これまで

実施した本県におけるリニア開業効果の調査結果をもとに啓発リ フレッ卜を作成しました。今後

は、県民の皆さんのリニア事業に対する理解や協力を得られるよう効果的な啓発活動を行い、気運

醸成を殴る必要があります。

目黒内の鉄道・バスの維持・活性化のため、交通事業者等に対する支援を密等と協調して支援すると

ともに、市町等と連携しながらさまざまな利用促進活動に取り組んだ結果、県内の鉄道・パスの利

用者数は、目標値を若干下回る年度はあったものの、人口減少社会の中においては、 定の利用者

数の篠保につながったものと考えます。今後も、市町等とともに新たな移動手段の確保に取り組み、

公共交通の維持田活性化を図る必要があります。

また、子どもから高齢者まで幅広い世代に対し、モビリティ マネジメントカの向上を図るため、

さまざまな取組を進めできた結果、毎年度、着実に目標を上回ることができました。今後は、運転

免許の返納件数が大幅に増加していることから、高齢者をはじめとする県民の皆さんに対し、広く

公共交通の利用を促す必要があります。

-新型コロナウイルス感染症の影響に伴う利用者の大幅な減少により、厳しい経営に直面している

交通事業者を支復するため、感染拡大妨止への対応にかかる経費や、安全運行に不可欠な設備整

備費用などに対する補助制度の基準緩和、拡充および創設を国に要望する必要があります。

[第三次行動計画の関連する施策]

施策352:安心を支え未来!こつなげる公共交通の充実

* I倉IJ番号Jのついた項目は、「三重県まち・ひと しごと創生総合戦略Jの基本的な取組方向の
めさ、す姿の達成に資する主な取組であり、検証レポ 卜にも記載しています。
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⑥地籍調査を休止している4市町に対して、幹部職員等が直接訪問して調査を再開することの重要性

や有効性を説明したところ、令和2年度から四日市市が調査を再開することになりました。引き続

き、休止している市町に対して調査を再開していただくよう、粘り強く働きかけていく必要があり

ます。

⑦総合的かつ計画的な国土の利用を図るため、大規模土地取引にかかる事後届出の審査や指導、地価

調査の実施、公表を行いました。引き続き、土地の計画的な利用を図るため、適切に取り組む必要

があります。

-土地の計画的な利用に向けて、地籍調査については、災害時の迅速な復旧・復興や紀勢自動車道の

事業化に向けた地籍調査など、市町の要望に応じて、効果的・効率的な地籍調査の推進に取り組み

ました。一方で、国の厳しい財政状況などにより、市町の要望額に応じた国の予算が確保できなか

ったことなどから、県民指標f地籍調査の実施面積J(立、目標を達成することができませんでした。

また、活動指標「地籍調査の実施市町数」についても、南伊勢町が調査を再開したものの目標を達

成することができませんでした。

県が供給する水道用水、工業用水の安全・安定供給の確保については、計額的な施設の耐震化や老

朽化対策に継続して取り組んできた結果、活動指標「管路の耐震適合率」は、目標を達成すること

ができました。また、市町の水道施設整備について、国庫補助金や交付金を活用して主要施設の整

備や耐震化等を行うことで、水道の基盤強化を図りました。

今後も引き続き、土地の計図的な利用lこ向け、地籍調査については、市町と連携して、南海トラフ

地震における津波浸水想定区域や、土砂災害警戒区域等の緊急性の高い箇所に注力するなど、より

効果的目効率的な地籍調査を推進していくとともに、予算の十分な確保に向け、市町とともに、国

に対する要望活動に取り組む必要があります。また、水資源の確保についても、持続可能な水の安

全目安定供給の実現に向け、着実に取り組む必要があります。
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